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★相続税申告書の提出前に相続人が死亡した場合の取り扱い
相続税法では、相続税の申告が必要な場合、申告・納付は被相続人の相続の開始があったことを知っ

た日の翌日から10か月以内に行うこととされています。もし、被相続人の死亡後、相続税申告書の提
出前に相続人が死亡した場合、先に相続開始した被相続人に係る相続税の申告・納付の手続きはどうな
るのでしょうか。
今回は相続税の申告・納付完了前に相続人が死亡した場合の取り扱いをご案内します。（塚越康仁）

個人資産税のホットな情報をお届けします

◎本事例における相続人ごとの対応の違い

◎申告・納税義務の承継
下図の親族図の相続人Aが、先に相続開始した被相続人甲に

係る相続税の申告書提出前に死亡した場合、その相続人Aの相
続人C・D・Eがその申告・納税の義務を承継することになり
ます。
申告・納税義務を承継した相続人C・D・Eは、被相続人甲の

相続税申告につき、相続人Aの相続開始を知った日の翌日から
１０月後が申告・納付の期限となります。その際C・D・Eは
「納税義務等の承継に係る明細書（申告書第１表の付表１）」
を通常の申告書に追加して相続税の申告を行います。

◎まとめ
被相続人甲の死亡後、相続税申告書の提出前に相続人Aが死亡した場合、ご遺族の心労や相続手

続・申告の作業負担は通常に比べ非常に大きなものとなります。相続税法ではこのような場合に対応
するため、申告・納税期限について特別な取り扱いを定めています。本事例の場合、死亡した相続人
Aに関する相続税の申告・納税期限が他の相続人比べ延長されます。Aの相続人C・D・E はAに関す
る相続手続を完了してから相続税の納付を行えばよいので、時間的、精神的な余裕が生まれることに
なります。しかし、配偶者乙や子Bが配偶者の税額軽減や小規模宅地等の特例の適用を受けたり、未分

割での申告を避けるためには、乙やBの相続税申告期限までに遺産分割協議が完了している必要があり、
注意が必要です。
本事例のようなことが生じた場合、通常とは異なる対応が必要となります。相続税の申告を担当す

る税理士と早めに相談しながら対応することをおすすめします。

甲の相続人乙・B分の申告 甲の相続人A分の申告

甲の相続税申告

・納付期限
甲の相続開始を知った日の翌日か
ら１０か月（×１.１２．２５）

Aの相続開始を知った日の翌日から
１０か月（×２．３．２５）

甲の

法定相続人の数
乙、A、Bの３人（甲の相続開始時点で判断）

→基礎控除の額や生命保険金等の非課税金額に影響なし

電子申告の可否 可
不可（申告書を書面で提出）

申告書「第１表の付表１」が電子申告
に対応していないため

被相続人 甲
×1.2.25死亡

配偶者 乙

子A
×1.5.25死亡

子B

孫D＜親族図＞

孫E

Aの配偶者C

（第１表の付表１）


